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「共につながり支え合う
　　　ふくしまの地域共生社会づくり」を目指して

　福島県社会福祉協議会（以下「本会」という。）は、昭和27年の
発足以来、県民の皆さんの生活福祉課題を解決し、地域福祉の向
上に向けて、力を注いでまいりました。
　このたび、第５期活動推進計画の計画期間の満了に伴い、「第６
期活動推進計画」を策定いたしました。基本理念は、前計画の「共
につながり支え合う　ふくしまの地域共生社会づくり」を継承し、
令和８年度から令和12年度までの５年間に目指すべき方向性を示
し、それに伴う主な実施事業を定めています。この計画は、本県

の現状と課題をしっかりと捉えながら、本会の中堅・若手の職員を中心に、全職員が参画
して基本理念に基づき策定したものです。
　急激に進む人口減少や少子高齢化は、本県においても極めて重要な課題です。最大で約
214万人いた県人口が現在では約170万人まで減少しました。平成12年に20％を超えた高齢
化率は現在では34.2％になり、単身の高齢者の問題なども顕在化しています。
　また、生活困窮や子どもの貧困、ヤングケアラーや8050問題、ひきこもりや社会的孤立
の問題などの生活福祉課題が顕在化し、その内容も複雑・多様化しております。さらには、
家族で支え合う力の低下や地域のつながりの希薄化なども深刻となっています。
　東日本大震災と原発事故から15年を経過しました。しかし、今もなお、３万人を超える
避難者の皆さんが、本会及び市町村社協の生活支援相談員や避難者地域支援コーディネー
ター等による見守り支援が必要となっています。
　東日本大震災以降も、県内外で大規模な自然災害が絶えません。災害ボランティアセン
ターを始め、危機に対する対応力の向上も図らねばなりません。加えて、物価高騰対策や
福祉人材の確保、処遇改善等の課題解決も急務です。
　本会は、こうした地域の実状を、これまで国や県に対して政策提言や要望をしてまいり
ました。現在、国では、「頼れる身寄りのない高齢者への支援」や「成年後見制度の見直
し」、「福祉人材のプラットフォーム機能確立」などの議論が進められています。
　今後も、地域の生活福祉課題を解決し、地域福祉の向上を図るため、県民の皆さんと共
に考え、共に活動を推進するとともに、国や県に対し、地域の声を届けてまいります。
　結びに、本計画の策定にあたり、多大なるご支援、ご協力を賜りました総合企画委員会
委員の皆様、関係機関・団体の皆様に心より感謝を申し上げます。

　　令和８年３月

社会福祉法人福島県社会福祉協議会
会　長　北　村　清　士
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第１  計画策定にあたって

１　計画策定の趣旨
　　本計画は、福島県の福祉を取り巻く現状と課題を踏まえながら、福島県社会福祉協議会（以
下「本会」という。）が関係機関・団体等と連携・協力し、今後５年間（令和８年度から12年度）
に目指す方向性や取り組むべき事業について示すものです。

２　計画策定の背景
　⑴　社会情勢の変化と福祉の動向
　　　我が国では急激に進む人口減少が大きな社会問題となっています。福島県でも例外ではな

く、特に東日本大震災以降、転出超過の状況が続き、2024年の人口は約174万人とピーク時
である1998年（約214万人）の約８割まで減少しています。図表１「福島県の人口の推移」
のとおり国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、福島県の人口は2040年には約145
万人になると予測されております。特に、０～14歳の年少人口の減少が続いているため、15
～65歳のいわゆる「生産年齢人口」が今後ますます減少していくと考えられます。

　　　また、高齢化も深刻です。高齢化率は2000年に20％を超え、2020年に30％を超え、2025年
８月時点で34.2％と過去最高を更新し、県民の３人に１人は65歳以上の高齢者という状況と
なり、今後もさらに進むことが予想されます。

　　　こうした中、生活困窮や子どもの貧困、ヤングケアラーや8050問題、ひきこもりや社会的
孤立問題など、県民が抱える地域生活課題は複雑化・多様化してきております。加えて、家
族内で支え合う力の低下や地域のつながりの希薄化などの課題もあります。

　　　こうした多様な地域生活課題を解決するためには、制度や分野の境界を超え、横断的かつ
重層的に支援できる仕組みを充実させていくことはもとより、福祉関係者による支援や地域
住民同士の支え合いが重要であり、県民の皆さんと共に、安心してその人らしい生活を送る
ことができるよう、地域共生社会の実現に向けて取り組むことが大切です。

▲出典：国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）』及び
　国立社会保障・人口問題研究所『人口統計資料集（2025）年版）』から福島県社会福祉協議会作成

【図表１】福島県の人口の推移
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　⑵　福祉人材不足と賃金格差の現状
　　　急激に進む人口減少は、福祉・介護人材の確保にも影響を及ぼしています。福島県の第９

期介護保険事業計画では、2040年度には高齢化率が40.3％、要介護認定率は22.8％に達し、
約7,500人もの介護職員が不足すると見込まれています。高齢者が増える一方で、生産年齢
人口が減少していく社会構造の中では、介護人材の確保は今後さらに難しくなることが予想
されます。こうした人材不足は介護分野に限らず、障がい福祉分野や保育分野を始め、福祉
業界全体に広がっています。

　　　また、2025年春闘では２年連続で定期昇給込み５％台の賃上げが実現し、2026年春闘でも
賃上げに向けた動きがあるなど、他産業では、人への投資の重要性や継続的な賃上げの必要
性についての認識が深まっております。国の令和７年度補正予算において処遇改善策が盛り
込まれたものの、依然として他産業に追随することができず、賃金格差が広がっております。

　　　福祉業界が抱える深刻な人材不足を打開し、福祉人材の確保・定着を図るためには、業界
全体の処遇改善が不可欠です。そのため、福祉業界について、全産業平均水準まで賃金を押
し上げる持続的な施策展開を図り、他産業と比較しても魅力ある業種と認知されることが急
務です。

　⑶　�東日本大震災をはじめとする大規模災害や新型コロナウイルス感染症の感
染拡大などの危機への対応

　　　本県は、これまでに東日本大震災とそれに伴う東京電力㈱福島第一原子力発電所の事故を
はじめ、新潟・福島豪雨、令和元年東日本台風、令和５年台風13号など、多くの甚大な災害
に見まわれてきました。そうした中、本会は、災害時の混乱の中にあっても、速やかに「福
島県災害ボランティアセンター」を設置し、県内の市町村社会福祉協議会（以下「市町村社
協」という。）や会員施設と共に被災した県民や社会福祉施設等への支援を行うという重要
な役割を担っています。また、生活福祉資金貸付事業においても特例貸付を行いながら、被
災した県民の生活再建に向けた支援も併せて行っています。

　　　さらに、令和２年に始まった新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大は、これまで
潜んでいた様々な生活課題を顕在化させることにもなりました。たとえば、非正規労働者の
雇用問題やひとり親世帯などを起因とする生活困窮、ダブルケアやヤングケアラーの問題、
ひきこもりなどの孤独・孤立の問題などです。本会をはじめ、社会福祉協議会はコロナ禍以
前からこれらの生活課題に対応してきておりましたが、コロナ禍による社会情勢の変化も踏
まえながら、更なる対応に努めてきております。

　　　このように、大規模な自然災害や事故、感染症の拡大などの甚大な危機に伴って、本会が
関わる生活課題も複雑化・多様化している現状は、ますます県民の皆さまとともに支え合う
地域共生社会の実現が必要不可欠となってきっております。

　　　加えて、東日本大震災原発事故から15年が経過する中、年月の経過とともに避難者を取り
巻く課題は、高齢化に加え、単身化や孤独・孤立、生活困窮や心身の悩みなど様々な課題が
顕在化し、複雑かつ多岐にわたっています。

　　　平成23年８月から、個々の被災者・避難者の抱える様々な生活課題を解決するため、市町
村社協に生活相談支援員を配置して「個別支援」に取り組んできました。その後、仮設住宅
から復興公営住宅への転居や避難先での自宅の再建などが進むに伴い、避難先での地域のつ
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ながりづくりとして「地域支援」を行う避難者地域支援コーディネーターを令和４年度から
新たに配置し「個別支援」と「地域支援」を車の両輪として避難者に寄り添った伴走型の避
難者見守り支援活動を進めています。

　　　また、令和５年度からは避難元・避難先にこだわらず、相談支援・見守り支援・居場所づ
くりなどを一体的に行う「丸ごとの支援活動」を実践するため、「社協連携避難者支援セン
ター」を避難者の多い４市（福島市、郡山市、南相馬市、いわき市）に設置し、広域連携に
よる避難者見守り支援活動を展開しています。

　　　避難生活が長期化する現状においては、避難者同士の支え合い・助け合いが心の支えであ
り、避難者が地域で安心した生活を実現するための継続的な支援が求められています。

【図表２】見守り相談支援対象世帯・対象者※（住居別）（令和７年４月１日現在）

　　　　　・仮設住宅	  3世帯	  3人
　　　　　・借り上げ住宅	 319世帯	  470人
　　　　　・復興（災害）公営住宅	  4,083世帯	 6,161人
　　　　　・その他（住宅再建・帰還等）	 15,223世帯	 31,790人

　　　　　　　合　　　　　計	 19,628世帯	 38,424人

３　計画の位置付け
　　本計画は、全国社会福祉協議会（以下「全社協」という。）が策定した「社会福祉協議会　
基本要項2025」や県の行政計画、SDGs との関連を考慮して策定しています。

　⑴　社会福祉協議会　基本要項2025
　　　令和７年３月、全社協は社協の活動・事業、組織の考え方や方向性を示す指針として「社

会福祉協議会　基本要項2025」を策定しました。
　　　本計画では、「社会福祉協議会　基本要項2025」で示されている活動原則に則り、都道府
県社会福祉協議会の機能を果たすことを目指し、各推進項目を策定しています。（推進項目
との関連は P.７「３　計画体系一覧」参照）

　　　社会福祉協議会の活動原則
　　　　①住民ニーズ基本の原則
　　　　②住民活動基盤の原則
　　　　③個別支援と地域づくりの一体的展開の原則
　　　　④民間性の原則
　　　　⑤連携・協働の原則
　　　　⑥専門性の原則

※�市町村社協の生活支援相談員・避難者地域支援コーディネーターが訪問し、相談等支援活動を行って
いる世帯・対象者
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　　　都道府県社会福祉協議会の機能
　　　　①市町村社協の支援と協働
　　　　②住民や地域の関係者による福祉活動、ボランティア活動・市民活動の推進
　　　　③組織化、連絡調整
　　　　④福祉活動・事業の企画・実施、支援
　　　　⑤相談支援
　　　　⑥権利擁護
　　　　⑦調査・研究、計画、ソーシャルアクションの実施
　　　　⑧福祉教育の推進
　　　　⑨福祉人材の確保・育成・定着支援
　　　　⑩災害時等の支援
　　　　⑪福祉の財源確保および助成の実施

　⑵　福島県をはじめとする関係機関とのパートナーシップ
　　　この計画は、「福島県保健医療福祉復興ビジョン」や「福島県地域福祉支援計画」等、様々

な行政計画を踏まえながら策定しています。
　　　本会は、地域共生社会の実現に向けて、福島県をはじめとする関係機関、地域の関係者、
住民等の理解と協力を得て、それぞれの主体が役割を果たし連携・協働できるよう、地域福
祉の共同運営に力を発揮し、パートナーシップを築きながら、地域福祉を推進します。

　⑶　SDGs（持続可能な開発目標）について
　　　2015年の国連サミットにおいて採択された「持続可能な開発目標 SDGs（Sustainable 

Development Goals）」は、2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標で、
17のゴールと169のターゲットから構成されています。

　　　SDGs が掲げる「誰一人取り残さない」という理念は、私たち福祉関係者等が目指す「地
域共生社会」の実現につながるものであり、この計画に基づく取組を通してその達成に貢献
します。

　　　なお、福島県では2022年に、オリジナルの18番目の目標として「複合災害から福島を復興
させよう」を掲げています。福島県民や福島県に思いを寄せる多くの方々と連携し、複合災
害からの復興を成し遂げたいという思いが込められています。
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４　計画の推進期間
　⑴　計画の推進期間は、５年（令和８年度から12年度）とします。
　⑵　計画の進捗状況を把握・管理するため中間年度（令和10年度）に評価を行います。
　⑶　計画策定後の社会情勢の変化等に対応が必要な場合は、所要の見直しを行います。なお、

次期計画の検討及び策定を５年目（令和12年度）に行います。

５　計画の進行管理及び各年度の事業計画との関係
　　PDCAによる進行管理を行い、計画の見直し及び次期計画の検討に反映させていきます。

　⑴　事務局による進行管理
　　　活動推進計画の実施計画及び取組内容を具体化していくため、事務局による進捗状況の確

認を毎年実施するとともに、必要に応じて計画の見直しを行いながら取り組んでまいりま
す。

　⑵　総合企画委員会による助言
　　　地域生活課題の解決を図り地域共生社会の実現に向けて、本計画を着実に実施していくた

め、県社協に設置している「総合企画委員会」により、事務局による計画の進捗状況により
明らかになった中間年度の達成度に対する評価とその後の計画遂行に向けた助言を行いま
す。

　⑶　各年度の事業計画への反映
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第２  計画の構成
　　この計画は、「基本理念」、「基本目標」、「推進項目」により構成しています。

１　基本理念
　　本会は、福島県における地域福祉の推進を図る組織として、県民や社会福祉関係者等との連
携・協働の下、地域の福祉課題及び生活課題の解決に取り組むため、以下の基本理念を掲げ、
ふくしまの豊かな地域共生社会の実現を目指します。

２　基本目標及び組織・経営基盤強化と推進項目
　　基本理念に基づき、社会情勢や福祉の動向を踏まえて本計画の柱となる３つの「基本目標」
とその土台として「組織・経営基盤の強化」を掲げます。
　　さらに、基本目標、組織・経営基盤の強化を達成するために、８つの「推進項目」を設定し、
毎年度の事業計画に反映しながら各事業を推進します。

共につながり支えあう　ふくしまの地域共生社会づくり

基本目標１
共につながり支えあう
地域を目指す

基本目標２
その人らしい生活を
支える地域を目指す

基本目標３

福祉サービスを支える人づくり

推進項目
１

推進項目
２

推進項目
３

推進項目
４

推進項目
５

推進項目
６

推進項目
７

住
民
参
加
に
よ
る

地
域
共
生
社
会
づ
く
り
の
推
進

地
域
福
祉
を
支
え
る
基
盤
の
強
化

日
常
生
活
を
支
え
る
取
組

元
気
で
活
躍
で
き
る
機
会
づ
く
り

福
祉
人
材
の
養
成
・
確
保

福
祉
従
事
者
の
資
質
向
上
・
定
着
促
進

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
と

社
会
福
祉
施
設
経
営
基
盤
の
強
化

組織・経営基盤の強化

推進項目８　基本目標を達成するための土台づくり
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【基本理念】共につながり支えあう ふくしまの地域共生社会づくり

３　計画体系一覧

基
本
目
標

基本目標１　共につながり支えあう地域を目指す
基本目標２　その人らしい生活を支える地域を目指す

基本目標３　福祉サービスを支える人づくり
組織・経営基盤の強化

推　
進　
項　
目

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
住
民
参
加
に
よ
る

地
域
共
生
社
会
づ
く
り
の
推
進

地
域
福
祉
を
支
え
る
基
盤
の
強
化

日
常
生
活
を
支
え
る
取
組

元
気
で
活
躍
で
き
る
機
会
づ
く
り

福
祉
人
材
の
養
成
・
確
保

福
祉
従
事
者
の
資
質
向
上
・

定
着
促
進

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
と

社
会
福
祉
施
設
運
営
基
盤
の
強
化

基
本
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の

土
台
づ
く
り 事　　業　　名 担当

主　
　
要　
　
事　
　
業

○ 福祉ボランティア活動強化支援事業（災害ボラセン設置・運営支援事業含む）

地
域
福
祉
部

○ ○ 地域共生社会構築支援事業・生活支援体制整備事業
○ 市町村社協総合支援事業

○ 日常生活自立支援事業（あんしんサポート）
○ 民生委員・児童委員活動支援

○ 避難者見守り活動支援事業
○ 生活福祉資金貸付事業
○ 生活困窮者自立支援事業
○ 地域生活定着支援センター事業
○ 生計困難者支援事業

○ 福祉人材センター／保育所・保育士支援センター

人
材
研
修
部

○ 福祉・介護人材マッチング支援事業
○ 被災地における福祉・人材確保支援事業

○ 社会福祉従事者研修事業
○ 福祉関係資格取得支援（介護支援専門員等）

○ 介護実習・普及事業
○ 部会・協議会活動

○ 介護福祉士等修学資金貸付事業
○ 社会福祉事業施設団体職員共済事業・社会福祉従事者福利厚生事業

総
　
務
　
部

○ 長寿社会推進事業
○ 高齢者総合相談事業
○ 認知症コールセンター事業

○ 組織体制の強化
○ 福島県総合社会福祉センター管理運営事業
○ 経営基盤の強化

都
道
府
県
社
協
の
機
能

【
基
本
要
項
２
０
２
５
】

②
③
⑧
⑩

①
④
⑩

⑤
⑥

②
⑤

⑨ ⑨ ③
⑨
⑩

⑦
⑪

【社会福祉協議会　基本要項2025】都道府県社会福祉協議会の機能
　①市町村社協の支援と協働
　②住民や地域の関係者による福祉活動、ボランティア・市民活動の推進
　③組織化、連絡調整
　④福祉活動・事業の企画・実施、支援
　⑤相談支援
　⑥権利擁護
　⑦調査・研究、計画、ソーシャルアクションの実施
　⑧福祉教育の推進
　⑨福祉人材の確保・育成・定着支援
　⑩災害時等の支援
　⑪福祉の財源確保および助成の実施
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第３  基本目標及び組織・経営基盤強化と推進項目

１　現状と課題
　（住民参加と地域共生社会）
　　地域共生社会の実現に向けては、地域住民をはじめ多様な機関・団体等が、その基盤となる
地域づくりに主体的に参画し、人と人、人と多様な機関・団体等が世代や分野を超えてつなが
ることで、住民一人一人が生きがいをもって豊かに暮らしていける地域を共に創っていくこと
が重要です。そのために、私たち福祉関係者には、住民自らが地域の生活課題に関心を持ち、
住民同士がつながり、支え合う意識を醸成していくことが必要となります。こうした視点に
たって、ボランティア活動や福祉教育をはじめとした取組を通じて、地域共生社会の実現につ
ながる住民参加による地域づくりを推進するとともに、各種事業の展開を図っていきます。
　（ボランティア活動）
　　住民の主体的な取組であるボランティア活動は、地域支え合い活動の一端を担っており、本
会においても、活動の紹介や顕彰事業などを行ってまいりました。県内の活動者数は徐々に増
加しているものの、ボランティア活動者の高齢化等によって活動が停滞する団体もあり、今後、
新たな活動への参加推進や団体間の連携が必要となっています。また、活動内容は子育て世帯
や高齢者等への生活支援、福祉施設での活動、防災・災害対応など多岐に渡り、様々なスキル
を有する方々が活躍しています。その力を活かし、ボランティア活動と地域生活課題をつなぐ
ことで、その課題の解決や、住民の社会的なつながりの強化等が期待できます。
　（福祉教育）
　　さらに、住民参加による地域づくりに向けて、福祉教育も重要です。これまで、多くの市町
村社協が取り組んできましたが、児童・生徒を対象とするものが中心であり、今後は全世代を
対象とした福祉教育の実践に広げていく必要があります。よって、本会においても様々な世代
を対象とした福祉教育の機会を創出し、県内全域の福祉教育をより一層推進し、あらゆる世代
への普及につなげていくことが求められています。
　（民生委員・児童委員及び主任児童委員）
　　民生委員・児童委員及び主任児童委員（以下「民生児童委員」という。）は地域住民の身近
な相談相手・支援者として活動しています。しかし、活動内容の中には証明事務などに負担を
感じる事務があることや委員の高齢化などを背景に、なり手不足が課題となっています。本会
が事務局を担う福島県民生児童委員協議会（以下「県民児協」という。）では、民生児童委員
の役割や地域での取組について、県民への理解を深めるための活動を引き続き行う必要があり
ます。
　（協働型災害ボランティアセンター）
　　一方、全国各地で甚大な自然災害が毎年のように多発する中、平時から住民同士の支え合い
を促進することは、防災・減災意識の醸成と災害に備えることにつながります。災害ボランティ
アセンターが、支援を必要としている被災者のニーズに応じた支援活動を展開するためには、
自治体や企業、団体などの多様な組織・機関が協働で関わることが重要です。そのため、平時

共につながり支え合う地域を目指す基本目標１

推進項目１　住民参加による地域共生社会づくりの推進
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から協働型災害ボランティアセンターをマネジメントできる人材の育成や、多様な組織・機関
と協働できる連携体制を構築することが必要です。また、これまで35の自治体と市町村社協
間で災害協定が締結されましたが、全市町村と市町村社協間で災害協定が締結される必要があ
ります。

２　目指すべき方向性
　○　住民参加による地域共生社会づくりを推進するため、市町村社協をはじめ、関係機関・団

体等と連携協力した事業を展開します。
　○　市町村社協ボランティアセンターが市民活動団体やNPO法人など地域の多様な組織と連
携し、住民参加による地域共生社会づくりが展開できるよう支援します。

　○　住民同士が支え合う意識をもてるよう、あらゆる世代が参加できる福祉教育の展開を支援
するとともに、県民に対し福祉への理解を深める機会を創出します。

　○　民生児童委員が地域住民の身近な相談相手・支援者として活動を継続できるよう支援する
とともに、地域での役割や取組を紹介し、民生児童委員活動への理解を深めます。

　○　災害に備え、協働型災害ボランティアセンターの運営を担うマネジメント人材の育成を強
化します。また、自治体と市町村社協の災害協定締結や運用について支援します。さらに、
県域の多様な組織・機関との連携を図るための取組を実施します。

３　主な実施事業
　○　住民参加による地域共生社会づくりの推進
　　　住民参加による地域共生社会づくりを推進するため、市町村社協職員等を対象に、住民が

地域生活課題を「我が事」として捉え、住民参加の意識の醸成を図る実践的な研修や会議等
を開催するとともに、住民参加を促す啓発資料等を作成します。

　○　ボランティア活動の推進
　　　市町村社協ボランティアセンターが市民活動団体やNPO法人など地域の多様な組織と連

携し、住民参加による地域共生社会づくりが展開できるよう、多様な組織を対象とした研修
や活動事例の紹介等を実施します。

　○　福祉教育の推進
　　　住民同士が支え合う意識をもてるよう、あらゆる世代が参加できる福祉教育が地域で展開

されることを目指し、市町村社協職員等を対象に協同実践型の福祉教育の取組を支援しま
す。また、学校や団体等に対する介護講座等を通じて、地域福祉への関心や支え合う意識の
醸成を図ります。

　○　福島県民生児童委員協議会の支援
　　　民生児童委員活動に資する研修及び委員間の交流促進を図るとともに、ホームページや

SNS等を中心に活動の広報・啓発に努めます。
　○　協働型災害ボランティアセンターの運営支援
　　　災害の発生に備え、協働型災害ボランティアセンターのコーディネーター養成やマネジメ

ント人材の育成に向けた研修を行うとともに、被災者支援体制の構築・強化に向けた会議等
を開催します。また、自治体と市町村社協の災害協定の締結や運営について支援します。
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モニタリング指標

　市町村社協が把握しているボランティア活動者数※

　　※ボランティア団体所属者数及び個人ボランティア数の合計

目標とする指標

　「福祉教育・学習」に取り組む市町村社協の状況

　自治体と市町村社協の災害協定締結状況

関連する SDGs の目標

　　災害ボランティアセンター運営研修の様子 ▼

現　　況　　値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
59,889名 58,649名 79,325名 60,672名

現　　況　　値 目標値
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和12年度

21社協
（35.6％）

30社協
（50.8％）

35社協
（59.3％）

59社協
（100％）

現　　況　　値 目標値
対象 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和12年度
子ども

（児童・生徒・学生等）
42社協

（71.2％）
48社協

（81.4％）
48社協

（81.4％）
59社協

（100％）

企業、団体等 11社協
（18.6％）

12社協
（20.3％）

22社協
（37.3％）

59社協
（100％）

大人
（企業、団体等を除く）

14社協
（23.7％）

22社協
（37.3％）

22社協
（37.3％）

59社協
（100％）
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１　現状と課題
　（市町村社協の現状）
　　地域共生社会の実現に向け、地域の多様化・複雑化する課題への対応が求められる中、各市
町村社協においては、行政や関係機関等と連携・協働し、包括的な支援体制の整備に向けた事
業の展開や、住民主体の地域福祉活動の推進など、地域の課題に応じた取組を進めています。
　（東日本大震災と原発事故）
　　また、本県は未だ東日本大震災と原発事故による復興途上にあります。震災から15年にな
りますが、避難者の現状は高齢化の進展に加え、進む単身化や孤独・孤立など、より深刻化し
た生活課題が顕在化してきており、これらの課題への対応が求められています。
　（地域福祉活動計画の策定率の向上）
　　さらに、本県においては、市町村社協が中心となって策定する地域福祉活動計画の策定率が
低い状況が続いており、特に未策定の市町村社協においては、地域の課題分析、長期的視点に
立った事業展開、各事業の評価・分析を行う仕組みづくりが課題となっています。
　（住民参加・権利擁護等を推進するための財源確保と人材育成）
　　このような中、住民の地域への参加意欲の醸成や権利擁護の推進など、市町村社協にかかる
期待が大きくなっています。しかし、市町村社協においては、法人運営基盤が脆弱化している
状況が懸念されており、財源の確保や人材の確保・養成という課題もあります。
　（市町村社協の運営・体制基盤強化）
　　こうした状況を踏まえ、本会は、地域福祉推進の中心的な役割を担う市町村社協の活動を通
じて、地域の福祉力の向上や市町村における包括的な支援体制、権利擁護体制の構築を進めら
れるよう、市町村社協の運営・体制基盤の強化に向けて支援していく必要があります。

２　目指すべき方向性
　○　市町村社協の現状や課題を定期的に把握・共有し、県内の地域福祉活動の推進を支援します。
　○　東日本大震災と原発事故による避難者が、居住する地域で安心して暮らしていけるよう、

避難元・避難先の市町村社協が連携・協働した支援の取組を強化します。
　○　複雑化・多様化する地域生活課題の解決のため、市町村社協が地域住民等とともに取り組
む地域福祉活動計画の策定を推進します。

　○　住民の地域づくりへの参加意欲の醸成を図り、住民参加による地域共生社会づくりに取り
組む人材の育成に市町村社協とともに取り組みます。

　○　地域共生社会の実現に向け、市町村における包括的な支援体制及び権利擁護の体制整備を
促進するため、関係機関と協働して取り組みます。

共につながり支え合う地域を目指す基本目標１

推進項目２　地域福祉を支える基盤の強化
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３　主な実施事業
　○　市町村社会福祉協議会連絡協議会の運営
　　　市町村社協への実態調査や各地域での連絡会議等を行い市町村社協の現状や課題を共有

し、地域福祉の推進に必要な事業や実践活動が展開できるよう取り組みます。
　○　東日本大震災と原発事故による被災地社会福祉協議会の復興支援
　　　避難者を取り巻く複雑化・多様化する課題に対し、引き続き第３期復興・創生期間（令和

８年度から12年度）においても避難元・避難先社協の枠を超えた広域連携による「丸ごと
の支援活動（見守り・相談支援・居場所づくり・避難先地域とのつながりづくり等）」を「個
別支援」と「地域支援」を車の両輪として展開します。

　○　地域福祉活動計画策定支援
　　　地域福祉活動計画未策定市町村社協への策定支援を行います。
　○　包括的な支援体制及び権利擁護体制に対する支援
　　　住民参加による地域共生社会づくりに取り組む人材の育成に取り組むとともに、市町村に

おける包括的な支援体制の構築に向け、生活支援体制整備事業や重層的支援体制整備事業に
おける後方支援を行います。また市町村社協における法人後見を始めとした総合的な権利擁
護を推進してまいります。

　○　市町村社会福祉協議会の基盤強化
　　　市町村社協の会長や事務局長等の役職員を対象としたトップセミナーを開催し、役職員の

人材育成を図ります。また、各市町村社協に対する個別支援や災害時の対応等をきめ細かに
実施するなど、市町村社協への体制・経営基盤の強化に向けて取り組みます。

目標とする指標

　地域福祉活動計画策定状況

　権利擁護施策※実施市町村社会福祉協議会数

　　※中核機関・権利擁護センター・法人後見制度等の事業

現　　況　　値 目標値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和12年度

28社協
（47.5％）

30社協
（50.8％）

31社協
（52.5％）

32社協
（54.2％）

59社協
（100％）

現　　況　　値 目標値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和12年度

６社協
（10.2％）

11社協
（18.6％）

15社協
（25.4％）

16社協
（27.1％）

59社協
（100％）
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モニタリング指標

　避難者支援に係る支援対象者（世帯）数

　支援対象者に対する支援の実施回数（訪問等による見守り・相談支援）

関連する SDGs の目標

　　　　　　　　　　　三
みはるまちえげのこしだんち
春町恵下越団地における支え合いマップづくり▲

現　　況　　値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
46,176名

（22,568世帯）
42,689名

（21,138世帯）
40,026名

（20,111世帯）
38,424名

（19,628世帯）

現　　況　　値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
302,015回 303,656回 292,362回 251,522回
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１　現状と課題
　　近年、人と人との関係性や地域のつながりが希薄化する中で、新型コロナウイルス感染症の
拡大は、社会的孤独・孤立の問題や非正規雇用による収入不足、ひとり親世帯など、生活に困
窮する方々を顕在化させることにもなりました。この状況に改善はみられず、コロナ禍以降の
現在においても、更なる物価高騰が追い打ちをかけ、経済的に困窮する方は依然として高止ま
りの状況にあり、厳しさを増しております。今後も身寄りのない高齢者等の単身世帯、認知症
高齢者、知的・精神障がい者などの判断能力が十分でない方々など支援を要する方が、さらに
増加することが予想されます。
　　このような状況に対応するため、本会では、市町村社協と連携し、判断能力が十分でない方
を支援する「日常生活自立支援事業（あんしんサポート）」や低所得世帯等を対象とした「生
活福祉資金貸付事業」を展開しております。また、本会が直接対象者を支援する事業として、
県内町村部を対象とした「生活困窮者自立支援事業」、矯正施設（刑務所等）を退所した後の
帰住先と福祉サービスの利用が必要な方を対象とした「地域生活定着支援事業」などを関係機
関と緊密な連携を図りながら、支援対象者に寄り添った伴走型支援に取り組んでいます。
　（日常生活自立支援事業）
　　「日常生活自立支援事業（あんしんサポート）」は、制度発足当初と比較して障がい者の利用
が増えるなど、支援ニーズに対応する期待が大きくなる一方、市町村社協の運営基盤の強化が
課題となっています。現在、国で検討されている身寄りのない高齢者の支援や成年後見制度の
見直しとの関連も含め、社協の取組は、新たなステージに移行していく可能性があります。
　（生活福祉資金貸付事業）
　　低所得世帯や東日本大震災と原発事故、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い経済的支援
が必要となった方への支援を行ってきた「生活福祉資金貸付事業」は、適切な貸付と債権管理
を行うとともに、市町村社協や自立相談支援機関等と連携した借受世帯への貸付後のフォロー
アップ支援を継続していくことが必要です。
　（生活困窮者自立支援事業と社会福祉法人としての公益的な取組）
　　本会では、県内の13市を除く町村を対象として、県内に５事務所（県北・県中・県南・会津・
相双）を設置し、生活に困窮している方に対して寄り添った伴走型の支援を直接行っています。
また、支援対象者が自立した生活ができるよう、居住地の自治体をはじめ、地域の様々な関係
機関・関係団体等と連携し、つながりを構築しながら、地域共生社会の実現に向けた取組も進
めています。
　　なお、生活困窮者の食料の確保やライフラインを維持する費用については、既存の国や県の
制度では対応できません。そこで、本会では「フードバンク事業」や「現物給付事業」につい
て、社会福祉法人として自主財源による独自事業として取り組む必要があると判断し、既存制
度と組み合わせて行っています。これらは、今後も本会の公益的な取組として継続していく必
要があると考えています。

その人らしい生活を支える地域を目指す基本目標２

推進項目３　日常生活を支える取組
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　（地域生活定着支援事業の実施）
　　本会では、高齢や障がい等の状況にある被疑者・被告人、矯正施設を退所する方が、安心し
て地域生活を送ることができるよう、司法・福祉・医療等の関係者と連携した「地域生活定着
支援事業」を実施しています。これは、全国の都道府県社協の中では８県社協だけの取組です
が、本会では、地域共生社会の実現には、あらゆる人が差別なく平等に豊かな生活を送られる
ように支援することが必要であると考えています。そのため、地域を基盤とした効果的な支援
ネットワークの構築に努め、司法と福祉・医療の架け橋としての役割を果たしながら丁寧に支
援をしています。

２　目指すべき方向性
　○　権利擁護に関する住民や地域の関係者の理解を促進し、すべての人が自らの持つ権利を守

り行使できるよう、意識の向上を図ります。また、福祉サービスの質の向上と適切な利用の
促進等を通じて福祉サービス利用者の権利を擁護してまいります。さらに、行政や市町村社
協、司法を含む関係機関等とのネットワークを構築し、総合的に権利擁護を推進します。

（日常生活自立支援事業・生活福祉資金貸付事業・生活困窮者自立支援事業・地域生活定着支援事業）

　○　「断らない相談支援体制」を構築し、相談にあたっては、その人らしい生活を支えるため
に相談者に寄り添い、相談者の意思決定を尊重した支援を行います。特に、支援が必要な方
や支援が届かない方々へ直接出向いて支援するアウトリーチを積極的に行い、地域の多様な
ネットワークを生かした重層的な支援に取り組みます。

（生活福祉資金貸付事業・生活困窮者自立支援事業・地域生活定着支援事業）

　○　市町村社協等がそれぞれの地域の実情に応じた相談支援ができるよう、情報提供や研修を
実施するとともに、専門職や専門機関との連携により支援します。また、認知症の人や生活
に困窮する人、罪を犯した人等の支援に向けて、市町村社協や地域の関係者と連携・協働し
ながら、各種相談支援を行います。

（日常生活自立支援事業・生活福祉資金貸付事業・生活困窮者自立支援事業・地域生活定着支援事業）

　○　社会福祉法人として公益的な取組を引き続き行うとともに、企業等関係機関への理解促進
を図ります。� （生活困窮者自立支援事業・地域生活定着支援事業）

３　主な実施事業
　○　日常生活自立支援事業（あんしんサポート）の実施
　　　今後も持続可能な制度となるよう、利用料の見直しや効率的な運用方法などについて市町

村社協と検討しながら実施してまいります。また、利用者の意思決定支援や日常生活支援の
充実を図るため、担当者の研修の充実を図り、職員の資質向上に努めます。

　○　生活福祉資金貸付事業の実施
　　　各種資金の貸付によって低所得世帯の経済的自立を支援し、貸付後の生活支援等フォロー

アップを市町村社協と自立相談支援機関等とともに行います。コロナ特例貸付においても同
様に借受世帯への丁寧なフォローアップ支援を行います。

　　　なお、東日本大震災と原発事故から15年が経過する中で、震災特例貸付の債権管理におい
ては、借受世帯の現況把握を進めながら債権管理の方針を定め適切に対応してまいります。
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　○　生活困窮者自立支援事業の実施
　　　県内の町村部を対象のエリアとし、社会的孤独・孤立などにより必要な福祉サービスにつ

ながりにくい方や就労問題、家庭環境の問題などにより、生活に困窮している方に対して寄
り添った伴走型の支援を行います。併せて、地域の様々な社会資源と連携し、地域共生社会
の実現に向けた地域づくりに取り組みます。

　○　地域生活定着支援事業の実施
　　　高齢や障がい等の状況にある被疑者・被告人、矯正施設を退所する方が、安心して地域生

活を送ることができるよう、司法・福祉・医療等の関係者と連携し、地域を基盤とした効果
的な支援ネットワークの構築に努め、司法と福祉の架け橋としての役割を果たしながら支援
します。

　○　社会福祉法人福島県社会福祉協議会としての公益的な取組
　　　社会福祉法人として公益的な役割を果たすため、生活困窮者自立支援事業等の既存の制度

では十分対応できないところは、日常生活を送るために必要な現物支給を行い、対象者が自
立できるよう支援します。

モニタリング指標

　日常生活自立支援事業（あんしんサポート）

　生活困窮者自立支援事業（県内46町村）

　　※令和３年度は新型コロナウイルス感染症に関する支援の影響により件数が多くなっている

関連する SDGs の目標

相談件数
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
31,708件 33,958件 34,768件 34,047件

実利用件数
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

654件 683件 701件 699件

成年後見制度への
移行件数

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
12件 21件 25件 27件

令和３年度※ 令和４年度 令和５年度 令和６年度
新規相談受付件数 1,567件 763件 613件 617件
プラン作成件数 1,240件 441件 235件 208件
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１　現状と課題
　　令和７年８月１日現在、本県の高齢化率（65歳以上の割合）は34.2％で、75歳以上の高齢者
の割合は18.6％を占めております。本県の高齢化率は、全国平均29.4％（令和７年９月15日現
在）より4.8ポイント高く、高齢化が進んでいる現状にあります。また、県内の高齢化率を市
町村別にみると、金山町が60.3％と最も高く、次いで川内村（57.2％）、昭和村（56.8％）と
続き、50％を超える町村が６町村、40％を超える町村が20町村、平均の34.2％を超える市町村
が15市町村という状況で、特に過疎中山間地域で深刻な高齢化の状況がうかがえます。さらに、
単身高齢者世帯の割合（令和２年）は11.78％で、20年前の平成12年の5.65％の倍以上となっ
ており、認知症のケアなども含め、高齢者の孤独・孤立防止対策が必要となっています。
　（高齢者への相談事業）
　　高齢者が安心して自分らしく日常生活を営むことができるようにするためには、様々な生活
課題や不安が生じた場合に、気軽に相談できる体制を整備することが必要です。そのため、本
会は、明るく活力のある長寿社会の実現に向けて、高齢者総合相談センターや認知症コールセ
ンターの相談機能の充実を引き続き図っていく必要があります。
　（高齢者の生きがいづくりと社会参加）
　　また、コロナ禍によりシニア団体の減少や活動の停滞などの問題も生じてきました。高齢者
が長年培った豊富な知識と経験を活かし、いきいきと活躍できる環境を整えていくことが必要
となっています。そのため、本会では、シルバー美術展の開催等による文化活動の振興や、い
きいき長寿県民賞の顕彰事業を実施し、高齢者の生きがいをつくり、社会参加を促すことにつ
なげています。こうした取組が、孤独・孤立防止の観点や住民参加による地域共生社会づくり
につながっていくものと期待されるため、取組の継続が求められています。
　（生活支援・介護予防サービスの充実・強化及び高齢者の社会参加の推進）
　　さらに、地域包括ケアシステムの構築にあたり、生活支援コーディネーターが市町村に配置
され、地域共生社会づくりや高齢者の健康づくりへの取り組みが進んでいます。本会において
も、これらの活動に携わる市町村社協等の職員の資質向上等に努める必要があります。

２　目指すべき方向性
　○　高齢者総合相談センターにおいて、高齢者からの相談を受け付け、その問題解決に向けて

適切な機関につなぐとともに、県弁護士会と連携し、定期的に法律相談を行います。
　○　認知症の方の家族などが気軽に相談できる認知症コールセンターを運営し、相談者に寄り
添った支援を行います。

　○　高齢者の生きがいと健康づくりを推進するため、シルバー美術展など社会参加の機会を提
供します。

　○　地域包括ケアシステムの構築に向け、生活支援・介護予防サービスの充実・強化及び高齢
者の社会参加を推進するための担い手の育成に取り組みます。

その人らしい生活を支える地域を目指す基本目標２

推進項目４　元気で活躍できる機会づくり
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３　主な実施事業
　○　高齢者に関する相談事業の実施
　　　高齢者総合相談センターにおいて、高齢者からのさまざまな心配ごとや悩み事などに対

し、電話または面接による相談や、弁護士による法律相談を実施します。また、認知症コー
ルセンターの運営を通じて、認知症の方及び家族等の当事者からの相談に対応し当事者が抱
えている不安や悩みの軽減を図ります。

　○　福島県シルバー美術展、いきいき長寿県民賞の実施
　　　引き続き、福島県シルバー美術展やいきいき長寿県民賞の顕彰事業を実施し、高齢者の持

つ豊富な知識と経験を活かし、いきいきと活躍できる環境を整えるとともに、生きがいを
もって、地域共生社会づくりに参加する機運を高めます。

　○　生活支援体制整備事業の推進
　　　生活支援体制整備事業の効果的な実施のため、生活支援コーディネーターの養成を行うほ

か、市町村の進捗状況の共有や今後の取組の方向性を協議する連絡会を開催し、高齢者の社
会参加や健康づくり等を支援します。

モニタリング指標

　高齢者総合相談の件数

　認知症コールセンターの相談件数

目標とする指標
　福島県シルバー美術展の出品作品数

関連する SDGs の目標

現　　況　　値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

相談件数 263件 308件 371件 377件
うち、一般相談 243件 289件 352件 356件
うち、法律相談 20件 19件 19件 21件

現　　況　　値 目標値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和12年度

315件 300件 298件 299件 420件

現　　況　　値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

相談件数 167件 228件 197件 240件
うち、電話相談 159件 222件 191件 236件
うち、面接相談 8件 6件 6件 4件
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１　現状と課題
　（福祉人材不足の現状）
　　福島県の第９期介護保険事業支援計画では、2040年度に高齢化率が40.3％、要介護認定率が
22.8％に達し、約7,500人の介護職員が不足すると予測されています。現時点においても福祉・
介護分野の有効求人倍率は3.95倍（令和７年９月末現在）と依然として高い水準で推移してお
ります。この背景には、他の産業で賃上げが進む中で、全産業平均賃金と比較すると、例えば
介護職の平均賃金は月額で約83,000円の開きがあるなど、福祉業界の賃金水準が他産業の賃金
水準に追随できていない状況にあります。人生100年時代を迎え、誰もが豊かで自分らしい人
生を歩むためにも福祉人材の確保は必要不可欠であり、その対策が喫緊の課題であります。
　（福島県福祉人材センターの取組）
　　こうした中、本会の福祉人材センターでは、就職活動の手法や働き方の多様化が進む時代に
あっても、無料職業紹介事業を主軸に、就労支援セミナー・相談会や福祉の職場見学会等を通
じて、求職者一人一人のニーズに応じた就職支援を展開し、求職者と福祉施設・事業所との円
滑なマッチングに努めています。また、将来的な福祉人材の養成確保につなげるため、小・中・
高校生を対象とした職場説明会や職場見学会などを実施しています。併せて、ウェブサイトや
各種資料により福祉の仕事の魅力を発信し、福祉の仕事への理解と、幅広い層への裾野拡大を
図っております。近年は、介護職員の負担軽減等を目的とした介護助手の導入も進み、シニア
層などの幅広い人材が福祉の職場に勤めるようになってきています。
　（資格取得等を支援する各種貸付事業）
　　さらに、福祉人材の確保には、福祉の仕事を志す方々への経済面とキャリア形成への支援策
も重要です。介護福祉士修学資金をはじめとする各種貸付制度や支援金は、経済的支援とキャ
リア形成支援の両面を担う仕組みであり、適切かつ安定した運用が不可欠です。
　（保育士・保育所支援センターの法制化）
　　一方、令和７年10月の児童福祉法改正により法制化された保育士・保育所支援センターは、
県や市町村との連携強化を図りながら、保育人材及び放課後児童クラブにおける放課後児童支
援員等の確保に向けた取組の拡充が期待されています。
　（福祉人材養成・確保地域連絡協議会）
　　また、本会では、福祉・介護人材の養成確保に向けて、広域的に関係者が連携・協働するモ
デル的な取組として、令和７年度に県北地域で福祉人材養成・確保地域連絡協議会を設立しま
した。今後、県内全域にこの取組を広めていく必要があります。なお、現在、国（厚生労働省）
においては、本会の取組に近いと推測される新たなプラットフォームの議論が進められていま
す。今後、国において制度化された場合には、予算措置も含め一体的に運用できるよう調整し
ていく必要があります。

福祉サービスを支える人づくり基本目標３

推進項目５　福祉人材の養成・確保
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２　目指すべき方向性
　○　福祉人材センターにおいては、求職者一人一人の状況に応じた丁寧な相談支援に努め、求

人求職双方のニーズを的確に捉えたマッチング機能の向上を図ります。
　○　小・中・高校生からシニア世代までの幅広い年代の方を対象に説明会や見学会を行い、福
祉・介護の仕事に関心を持つ機会を提供するとともに、多様な媒体を活用して広報や情報発
信を継続します。

　○　福祉の仕事を志す方々への経済面とキャリア形成の支援策として、介護福祉士・社会福祉
士・保育士の資格取得や、福祉・介護分野への就職・再就職のための資金貸付を行うことで、
より幅広い福祉人材確保を進めていきます。

　○　児童福祉法で法制化された保育士・保育所支援センターは、その機能を十分発揮できるよ
う、県・市町村と連携し、保育施設及び放課後児童クラブの人材確保に向けた取組を推進し
ていきます。

　○　県内各地域において、関係する機関・団体等が連携・協働して、福祉・介護人材の養成・
確保に向けた取組を推進できるよう支援していきます。

３　主な実施事業
　○　福島県福祉人材センター機能の充実強化
　　　無料職業紹介による福祉の仕事への就職支援のため、県内のハローワークや施設・事業所

等関係機関と連携した定期的な相談会に加え、合同就職説明会や見学・体験会などの事業や
広報活動を行います。

　○　福祉の仕事の魅力を伝える事業の実施
　　　小・中・高校生を含む幅広い年齢層に福祉の仕事の魅力を伝えるため、福祉の仕事説明会

や見学会を実施するとともに、多様な媒体を活用して広報活動を行います。
　○　資格取得等を支援する各種貸付事業の実施
　　　介護福祉士や保育士、社会福祉士の資格取得や、福祉・介護分野への就職や再就職のため

の資金貸付を行い、福祉・介護人材の養成・確保に努めます。
　○　福島県保育士・保育所支援センター機能の充実強化
　　　福島県内の市町村との連携も強化し、保育施設及び放課後児童クラブの求人活動を支援す

るとともに、保育所等に就職を希望する方の条件やスキルに応じたきめ細かな就職支援を行
います。

　○　福祉人材養成・確保地域連絡協議会の拡充
　　　県北地域の法人間連携による「福祉人材養成・確保地域連絡協議会」を県内各地に広め、

教育機関等と連携し将来の福祉人材の確保につなげます。なお、国（厚生労働省）が検討を
進めている福祉人材確保に関する新たなプラットフォームの動きが具体化した場合には、必
要な機能を取り入れながら一体的に機能することができるよう、予算措置も含め、国・県や
関係機関と連携して進めます。
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モニタリング指標

　福祉人材センターでの職業紹介による就職人数

　保育士・保育所支援センターでの職業紹介による就職人数

　介護福祉士修学資金等の貸付実績（貸付決定者数）

関連する SDGs の目標

▲ハローワークにおける福祉の仕事就労支援セミナーの様子

　　　小学生５年生向け冊子「さくらおばあさんとボク」▶

現　　況　　値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

219名 254名 284名 317名

現　　況　　値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

52名 62名 78名 84名

現　　況　　値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

31名 38名 32名 16名
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１　現状と課題
　（社会福祉従事者に対する階層別・テーマ別研修の実施）
　　福祉サービスの利用者に対し、より良いサービスを提供するためには、福祉職員の専門的な
能力の向上が不可欠です。そのため、本会では福祉職員がキャリアの段階に応じて学ぶことが
できるよう、関係機関・団体と連携を図りながら、制度改正や社会情勢の変化に応じた研修ニー
ズを踏まえた専門的な知識や技術を高める福祉従事者向けの研修を階層別・テーマ別に企画し
実施してきました。
　（介護職員等の資質向上及び資格取得支援）
　　また、介護職員等の資質向上及び資格取得支援のため、介護支援専門員実務研修受講試験を
はじめ再・更新研修を含めた介護支援専門員法定研修にも取り組んでおります。現在の国の動
きとしては、受講者の拘束時間と費用負担を軽減するため、更新制度見直しの検討も始まって
います。さらに、より専門性を高めるために、「適切なケアマネジメント手法」を取り入れた
介護支援専門員法定研修が求められています。介護支援専門員法定研修の受講者はコロナ禍に
より減少しましたが、令和４年度からのオンライン研修の導入などによりコロナ禍以前よりも
増加傾向にあります。
　（社会福祉施設・事業所に対するニーズ調査と効果的な研修手法の構築の必要性）
　　介護支援専門員法定研修の完全オンライン化などのように、全体的に研修の実施方法はオン
ライン研修が主体になりつつあります。しかし、福祉施設・事業所における人材不足により職
員の研修派遣が困難であることは変わらず、オンライン研修についてもリアルタイムでの実施
だけでなく、動画配信型研修の導入なども検討していく必要があります。また、職員の育成・
定着のためには施設・事業所において職場研修やOJTが効果的に実施されるよう支援してい
くことが求められていますので、社会福祉施設・事業所に対するニーズを把握しながら、効果
的な研修手法を構築していく必要があります。

２　目指すべき方向性
　○　福祉職員としてキャリアの段階に応じて学ぶことのできる研修体系を確立し、関係機関・
団体と連携を図りながら専門的な知識や技術を高めるための研修を行います。

　○　介護支援専門員等の福祉関係資格の取得を支援し、資質向上を図ります。
　○　福祉職員の育成・定着を図るため、施設・事業所における職場研修やOJTの推進を支援
します。

３　主な実施事業
　○　社会福祉従事者に対する階層別・テーマ別研修の充実
　　　福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程を軸に、分野別・職種別の研修についてニーズや

福祉サービスを支える人づくり基本目標３

推進項目６　福祉従事者の資質向上・定着促進
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社会情勢に応じた研修を実施します。
　○　社会福祉従事者に対する資質向上及び資格取得支援
　　　福祉職員としての専門性をより高めるため、「適切なケアマネジメント手法」を取り入れ

た介護支援専門員法定研修の実施など、資質向上と資格取得を支援します。
　○　社会福祉施設・事業所に対するニーズ調査の実施と効果的な研修手法の構築
　　　福祉職員の育成・定着を図るため、研修に関するアンケート調査を実施し、研修ニーズや

職場研修・OJTの実態などを把握します。また、アンケート調査の結果等を踏まえ、職員
の研修受講の機会確保や施設・事業所における職場研修に資することができるよう、動画配
信型の研修実施とそれに伴う研修システムの導入を進めてまいります。

目標とする指標
　社会福祉従事者向け研修の受講者数

モニタリング指標

　介護支援専門員実務研修の修了者数

関連する SDGs の目標

　　　　　　　　　　グループワークの様子▶
　（福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程）

現　　況　　値 目標値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和12年度
2,803名 3,222名 4,320名 4,109名 4,600名

現　　況　　値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

188名 170名 154名 271名
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１　現状と課題
　（各種別部会・協議会活動）
　　本会では、社会福祉法人経営者協議会をはじめ、社会福祉施設の種別ごとに５つの部会・協
議会の事務局を担っております。本会は事務局として、福祉サービスの質の向上や職員の資質
向上を図るため、情報の共有や調査研究、各種研修会等に取り組むとともに、安定した福祉
サービスの提供と社会福祉施設経営のために必要となることを支援しています。
　（政策提言・要望活動）
　　社会福祉施設・事業所が、良質な福祉サービスを利用者に提供できるようするためには、安
定した施設経営が不可欠です。各部会・協議会として、昨今の物価高騰や賃金等の処遇改善、
人材不足に対する支援について、県や県議会・国会議員に対し、厳しい現状を訴えながら政策
提言や要望活動を行ってきています。しかし、依然として社会福祉施設運営は厳しい状況が続
いております。特に、福祉従事者の賃金水準が全産業平均と比べて低い状態は、福祉人材確保
にも影響を与えていることから、今後も継続的な政策提言・要望活動が必要となっています。
　（地域における公益的な取組）
　　また、社会福祉法人には「地域における公益的な取組」をすることが求められており、県内
の社会福祉法人においても様々な取組が行われております。本会では、これらの取組を推進す
るため、現況調査や広報活動、セミナーの開催等を実施してまいりました。
　（社会福祉事業施設団体職員共済事業）
　　一方、社会福祉事業施設団体職員共済事業については、運用手法の変更により積立率が健全
と判断される水準まで回復するなど財政状況は安定しています。今後は、退職共済システムを
安定的に運用するため、最新のOS環境下で使用できるよう更新する必要があります。
　（福利厚生）
　　さらに、福祉サービスを支える社会福祉施設職員の福利厚生の増進を目的に社会福祉法人福
利厚生センター（ソウェルクラブ）の地方事務局として、会員交流事業を企画・実施しています。

２　目指すべき方向性
　○　施設部会・協議会活動を通じて、福祉サービスの向上及び福祉従事者の資質向上を図るた
めの活動を展開するとともに、安定した福祉サービスの提供と社会福祉施設経営のために必
要な活動を支援します。

　○　社会福祉施設の経営状況や福祉従事者の処遇の現状を把握し、改善に向けて国会議員・県
会議員及び関係機関への政策提言や要望活動を行います。

　○　社会福祉法人の責務として位置づけられている「地域における公益的な取組」を推進し、
地域福祉の充実を図るため、県内の社会福祉法人の取組を支援します。

　○　社会福祉施設等を魅力ある職場とし、質の高い社会福祉事業等従事者を確保していくた
め、社会福祉事業施設団体職員共済事業の安定的な運営に努め、ソウェルクラブの会員交流

福祉サービスを支える人づくり基本目標３

推進項目７　福祉サービスの向上と社会福祉施設運営基盤の強化
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事業を継続して実施し、社会福祉施設職員の福利厚生の充実を図ります。

３　主な実施事業
　○　各種別部会・協議会活動の実施
　　　社会福祉施設・事業所が、良質な福祉サービスを利用者に提供できるよう、必要な情報の

共有を図りながら各部会・協議会の活動の充実に努めます。また、各部会・協議会の専門性
を活かした調査研究、会議や研修を通じた職員の資質向上や課題解決のための活動を行いま
す。

　○　政策提言・要望活動の実施
　　　福祉人材不足、賃金格差や物価高騰をはじめ、社会情勢の変化等に応じた社会福祉施設が

抱える課題の解決を図るため、政策提言や要望活動を行います。
　○　地域における公益的な取組の推進
　　　県内の社会福祉法人による「地域における公益的な取組」を推進し、地域福祉の充実を図

るため、県内外の先進事例や好事例を積極的に紹介するなど、すべての社会福祉法人におい
て、取り組むことができるよう支援を行います。

　○　社会福祉事業施設団体職員共済事業の実施
　　　退職共済管理システムの安全かつ安定した運用及び事務処理の効率化を図るため、システ

ムの更新を行います。
　○　社会福祉施設職員の福利厚生の充実
　　　社会福祉法人福利厚生センター（ソウェルクラブ）の会員交流事業について、より多くの

会員が参加しやすくなるよう企画するとともに、社会福祉施設職員の福利厚生の充実を図る
ため、地方事務局としての活動を継続します。

モニタリング指標

　社会福祉事業施設団体職員共済事業の加入法人数・加入者数

関連する SDGs の目標

現　　況　　値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
272法人
12,665名

273法人
12,589名

276法人
12,384名

275法人
12,439名
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１　現状と課題
　（法人運営）
　　本会は、理事会・評議員会を定期的に開催し、事業の進捗状況等を報告しながら、役員等の
意見を反映した法人運営をしています。併せて、主要な事業ごとに委員会等を組織しており、
福祉関係者等と協議を重ねながら事業を行っています。
　　また、法人のガバナンス強化と財務規律の適正化を図るため、内部監査による不正やミスの
防止と早期発見に努めるとともに、会計監査人及び監事によって監査等を実施し内部統制に努
めています。さらに、コンプライアンス研修を毎年実施するほか、令和７年度に災害時の業務
継続計画（BCP）を定めるなど、法令遵守とリスクマネジメントを徹底しております。
　（財政基盤及び事務局体制の強化）
　　本会の単年度の収入は、県などからの補助金・受託金が９割以上を占めており、人件費をは
じめとする不足分については、自主財源を充当しているのが現状です。本会は県行政とのパー
トナーシップと役割分担の下、県民の福祉の向上を図っていることから、中・長期的な視点に
立った予算確保と事業実施に向けた県との調整を継続し、財政の安定化を図っていく必要があ
ります。
　　一方、本会は令和６年度より３部６課制へ事務局体制を改編したところです。昨今の国の動
向等をみますと、様々な観点から都道府県社協に対する新たな役割が求められることが予測さ
れます。また、福祉業界におけるDXや AI 等のデジタル化の進展や、事務局内の職員構成や
働き方等に変化が生じることも予想されます。このような社会情勢の変化、事務局内の変化等
に応じた効率的な事務局体制を組んでいく必要があります。
　（人材の育成）
　　本会では、職場研修実施要綱に基づき、全職員を対象とした文書管理・会計管理研修などの
全体研修を行うとともに、業務目標を達成するために各職員が上司と協議して策定した個人研
修計画に基づく人材育成に取り組んでいます。
　　今後も、個々の職員が、社協職員として求められる能力を発揮できるよう、全体研修を計画
的に行うとともに、個人研修計画やOJTによる職員の資質向上を図っていく必要があります。
　（情報の発信、顕彰事業、政策提言・要望活動）
　　本会では、県民をはじめ、本会会員や福祉関係機関・団体に対し、総合福祉情報誌「はあと
ふる・ふくしま」や SNS等の広報媒体を活用し、社会福祉に関する情報発信に努めています。
また、本県が誇る瓜生岩子の崇高な志を顕彰し、その精神を次代へ継承するため「瓜生岩子賞」
を創設し、福祉の向上に多大な貢献をされた方々を称えてまいりました。
　　さらに、これまで各部署において現状把握を目的とした調査等を市町村社協や社会福祉施設
等に対し行ってきました。加えて、地域福祉を取り巻く現状と課題を適切に把握し、市町村社
協や各部会・協議会、各福祉団体が参画する総合企画委員会において政策提言に向けた意見交
換を行い、県議会各会派に対する政策提言・要望活動を行っています。

組織・経営基盤の強化

推進項目８　基本目標を達成するための土台づくり

26



　（福島県総合社会福祉センターの維持管理）
　　築50年を迎える本会所有の福島県総合社会福祉センターは、長寿命化の改修には適さないと
診断されています。近年、老朽化に伴う修繕費が増大している状況にあり、引き続き、センター
の維持・保全にかかる経費の確保と、将来の構想についての検討を急ぐ必要があります。

２　目指すべき方向性
　○　理事・評議員をはじめとする福祉関係者の意見を踏まえた法人運営を図るとともに、内部

統制の充実とコンプライアンスやガバナンスの強化に取り組みながら、財務規律の適正化に
努めます。

　○　各補助・委託事業の予算措置を検証しながら、適正な補助・委託費の確保及び自主財源の
確保に向けた取組を行います。

　○　県社協職員として、経験年数や職位に応じて求められる能力を身につけるため、中・長期
的な視点に立った資質の向上に努めます。

　○　紙媒体、ホームページ、SNS などそれぞれの特性を活かしたメディアミックスによる戦
略的な広報活動を展開していきます。

　○　県内の福祉の現状を的確に捉え、総合企画委員会における意見等を踏まえながら、県議会
各会派や国・県等に対する政策提言・要望活動を継続的に行います。

　○　福島県総合社会福祉センターの老朽化に伴い、計画的な修繕を行うとともに、将来的な構
想について検討いたします。

３　主な実施事業
　○　適正な法人運営
　　　内部統制とコンプライアンスにしっかりと取り組み、理事会や評議員会、監事会をはじめ、

福祉関係者の意見を踏まえながら、適正な法人運営に努めてまいります。
　○　財政基盤及び事務局体制の強化
　　　自主財源の確保と経費の節減に取り組みながら、適正な予算確保に向けた県への要望活動

を継続するとともに、組織改編が必要な情勢となった場合には、適切に対応いたします。
　○　人材の育成
　　　毎年度策定する個人研修計画に基づき、OJT、OFF-JT、SDS（自己啓発援助制度）を実

施するとともに、計画的に外部研修への参加機会を確保しながら職員の資質向上を図りま
す。

　○　福祉に関する情報の発信と顕彰事業（瓜生岩子賞）の実施
　　　県民や福祉関係者等に向けて、地域福祉の課題や本会・県内社会福祉施設・団体等の取組

などをわかりやすく紹介する総合福祉情報誌「はあとふる・ふくしま」を発行します。また、
県民に親しみやすくタイムリーな情報を発信するため、Facebook やインスタグラムなど
の SNSやホームページも活用します。さらに、社会福祉事業の先覚者である瓜生岩子の遺
徳をしのび、その偉業を永く後世に伝えるため、引き続き顕彰事業を継続し、その功績を広
く発信することで、本県の福祉向上に努めます。
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　○　政策提言・要望活動
　　　市町村社協や社会福祉施設・事業所、福祉関係団体との連携を強化し、適時、情報収集し

ながら社会情勢や福祉の現状と課題を把握し、県民視点に立った政策提言・要望活動を定期
的に行います。

　○　福島県総合社会福祉センターの維持管理と将来的な構想の検討
　　　福島県総合社会福祉センターを維持・保全するため、財政状況を考慮しながら、計画的に

修繕を行います。また、将来的な構想についても検討を進めます。

関連する SDGs の目標
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第４  参考資料

１　社会福祉法人福島県社会福祉協議会　組織図
（令和７年４月１日現在）

福
島
県
社
会
福
祉
協
議
会

事業別委員会

運営適正化委員会
・苦情解決部会
・運営監視部会

①生活福祉資金貸付審査等運営委員会
②共済事業運営委員会
③福祉研修事業運営委員会
④福祉人材センター運営委員会
⑤介護研修事業検討委員会
⑥長寿社会推進センター運営委員会
⑦聖マリア児童福祉基金運営委員会
⑧ボランティア活動推進委員会
⑨福祉サービス評価審査委員会
⑩日常生活自立支援事業契約締結審査会
⑪地域生活定着支援センター運営推進委員会
⑫支援機構あすなろ教育支援基金運営委員会

児童福祉施設部会

障がい児者福祉施設協議会

母子生活支援施設部会

地域包括・在宅介護支援センター協議会

福島県民生児童委員協議会事務受託団体

施設部会等

総合企画委員会

市町村社会福祉協議会
連絡協議会

社会福祉法人
経営者協議会
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２　事務局体制図
（令和７年４月１日現在）

事
務
局
長

事
務
局
次
長

総 務 部 総務企画課 総務企画係

地域福祉係

福祉人材センター

生活支援室

生活自立サポートセンター

地域生活定着支援センター

避難者生活支援・相談センター

経理係

いきいき長寿室

（長寿社会推進センター）

（ボランティアセンター）

（保育士・保育所支援センター）

（介護実習・普及センター）

〈第三者機関〉

（高齢者総合相談センター）
（認知症コールセンター）

地域共生課

自立支援課

福祉人材課

福祉研修課

施設支援課

運営適正化委員会

地域福祉部

人材研修部
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３　総合企画委員会設置要綱

社会福祉法人福島県社会福祉協議会
総合企画委員会設置要綱

（目　的）
第１条　この委員会は、社会福祉法人福島県社会福祉協議会定款（以下「定款」という。）第２
条及び第54条第１項に定める事業を推進するため、総合的な企画や社会福祉法人福島県社会福
祉協議会活動推進計画の進行管理及び国・県等に対する予算要望・施策提言等の取りまとめ等
を行うことを目的とする。

（性　格）
第２条　委員会は、定款第37条に基づき設置される委員会とする。

（委員構成）
第３条　委員会は、委員15名以内で構成する。
２　委員は、市町村社会福祉協議会役職員、社会福祉施設役職員、関係機関団体役職員、学識経
験者等のうちから社会福祉法人福島県社会福祉協議会会長（以下「会長」という。）が委嘱する。
３　委員の任期は、２年とし、委員に欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間と
する。ただし、再任を妨げないものとする。
４　委員会に必要に応じて臨時委員を委嘱することができる。

（正副委員長）
第４条　委員会に委員長及び副委員長各１名を置く。
２　委員長、副委員長は、委員の互選により選出する。
３　委員長は、委員会を総理する。
４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。

（委員会）
第５条　委員会は、必要に応じて委員長が招集し、会議の議長は、委員長がこれにあたる。
２　委員会において審議した事項は、会長に報告するものとする。
３　委員の任期満了に伴う改選後最初の委員会は、部会等規程第６条第１項にかかわらず会長が
招集する。
４　特別の事情があるときは、文書をもって委員会に代えることができる。

（委員会への出席者要請）
第６条　委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に委員会への出席を求め、意見を
聞くことができる。
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（小委員会等の設置）
第７条　委員会には、必要に応じて小委員会を設置することができる。
２　小委員会は、委員会において選任したものをもって構成する。

（庶　務）
第８条　委員会の庶務は、社会福祉法人福島県社会福祉協議会総務部総務企画課において処理す
る。

（細　則）
第９条　この要綱に定めるもののほか、この委員会の運営に関し必要な事項は委員長が別に定め
る。

　　附　則
１　この要綱は、平成８年４月１日から施行する。
２　この要綱の施行後最初に開催される委員会は、第５条第１項の規定にかかわらず会長が招集
する。
　　附　則
　この要綱は、平成15年４月１日から施行する。
　　附　則
　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。
　　附　則
　この要綱は、平成30年７月１日から施行する。
　　附　則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
　　附　則
　この要綱は、令和８年１月１日から施行する。
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４　総合企画委員会委員名簿

社会福祉法人福島県社会福祉協議会　総合企画委員会名簿
（任期：令和７年４月１日～令和９年３月31日）

氏　　名 所 属 ・ 役 職 名 選出区分

委 員 長 松　本　喜　一 一般社団法人福島県社会福祉士会　会長 学識
経験者

副委員長 村　上　勇　一 市町村社会福祉協議会連絡協議会事務局長会　副会長
（南相馬市社会福祉協議会　常務理事兼事務局長）

市町村社会
福祉協議会
役職員

委　　員 鈴　木　弘　治 市町村社会福祉協議会連絡協議会事務局長会　副会長
（本宮市社会福祉協議会　常務理事兼事務局長）

委　　員 廣　瀬　　　源 市町村社会福祉協議会連絡協議会事務局長会　副会長
（会津若松市社会福祉協議会　常務理事兼事務局長）

委　　員 舟　山　信　悟 県社協社会福祉法人経営者協議会　副会長
（社会福祉法人けやきの村　理事長）

社会福祉
施設役職員

委　　員 鈴　木　栄　一 県社協児童福祉施設部会　部会長
（児童養護施設白河学園　園長）

委　　員 小　林　　　香 県社協障がい児者福祉施設協議会　会長
（矢吹授産場　施設長）

委　　員 齋　藤　朋　寛 県社協母子生活支援施設部会　部会長
（母子生活支援施設はる　施設長）

委　　員 目　黒　　　純 県社協地域包括・在宅介護支援センター協議会　監事
（柳津町地域包括支援センター　管理者）

委　　員 菅　原　　　武 一般社団法人福島県老人福祉施設協議会　会員
（社会福祉法人南相馬福祉会　理事長）

委　　員 山　﨑　久　夫 福島県民生児童委員協議会　副会長

関係機関・
団体役職員委　　員 吉　成　宣　子 福島県共同募金会　常務理事兼事務局長

委　　員 本　多　　　博 福島県保健福祉部　社会福祉課長
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５　第６期活動推進計画策定委員会名簿

■ワーキンググループ（Ａ）
所　　　属 役　職 氏　　　名

総務部　総務企画課 課長補佐 齋　藤　奈　緒 ○

総務部　総務企画課 副 主 査 本　間　智　絵
地域福祉部　地域共生課 副 主 査 遠　藤　美　雪 ○

地域福祉部　自立支援課 主任主査 岩　田　　　悟
地域福祉部　自立支援課 主　　査 庄　司　直　生
人材研修部　福祉人材課 主任主査 渡　部　智　子
人材研修部　福祉研修課 課長補佐 佐　藤　美奈子
人材研修部　福祉研修課 主　　査 佐　藤　友　里
人材研修部　施設支援課 課長補佐 伊　藤　忠　伯 ◎

■ワーキンググループ（Ｂ）
所　　　属 役　職 氏　　名

地域福祉部　地域共生課 主　　事 青　山　矩　仁 ◎

地域福祉部　地域共生課 主　　事 沓　沢　元　裕 ○

地域福祉部　自立支援課 主　　事 笠　井　理紗子
地域福祉部　自立支援課 主　　事 遠　藤　千　咲
人材研修部　福祉人材課 主　　事 藤　原　陽　子
人材研修部　福祉人材課 主　　事 戸　次　　　恵
人材研修部　福祉人材課 主　　事 瀧　澤　颯　斗
人材研修部　施設支援課 主　　事 丹　治　陽　平

◎リーダー　　
○サブリーダー
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６　策定経過

⑴　活動推進計画策定委員会

開催時期 協　議　項　目

令和７年５月12日 ・第６期活動推進計画の策定にあたって�（ワーキンググループＡ・Ｂ）

令和７年５月14日 ・第５期活動推進計画についての評価の確認�（ワーキンググループＢ）

令和７年６月４日 ・第６期活動推進計画への提案事項について�（ワーキンググループＢ）

令和７年６月19日
・第５期活動推進計画　評価シートについて�（ワーキンググループＡ）

・活動推進計画と福島県地域福祉支援計画との関連性について
� （ワーキンググループＢ）

令和７年６月24日
・第６期活動推進計画策定に向けた提言�（ワーキンググループＡ・Ｂ）
・第６期活動推進計画の概要・方針に関する検討
� （ワーキンググループＡ）

令和７年７月８日
・第５期活動推進計画評価シートに関する報告
・第６期活動推進計画アウトライン（案）に関する報告
� （ワーキンググループＡ）

令和７年７月28日
・第６期活動推進計画策定に向けた今後のスケジュールについて
� （ワーキンググループＡ・Ｂ）

令和７年８月14日
・行政計画と第６期活動推進計画との関連について
・社会情勢に関するグラフの検討� （ワーキンググループＢ）

令和７年８月21日
・施策体系の検討
・様式１（各事業の概要・方向性等）の検討�（ワーキンググループＡ）

令和７年８月27日 ・施策体系の検討� （ワーキンググループＡ・Ｂ）

令和７年８月28日
・活動推進計画の行政計画等との関連について
・施策体系の検討� （ワーキンググループＡ・Ｂ）

令和７年９月19日
・第６期活動推進計画における SDGs の取り入れ方について
� （ワーキンググループＢ）

令和７年９月22日
・第６期活動推進計画　主要事業概要について
� （ワーキンググループＡ）

令和７年10月10日

・第６期活動推進計画における SDGs の記載方法について
・主要事業概要について各メンバーからの報告
・推進項目の様式について
・推進項目のとりまとめにあたって
・アウトラインについて� （ワーキンググループＡ・Ｂ）

�
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⑵　総合企画委員会

⑶　理事会

⑷　評議員会

開催時期 協　議　項　目

令和７年10月28日
・施策体系、主要事業概要の進捗状況の確認
・活動推進項目の様式、執筆について
・アウトラインについて� （ワーキンググループＡ）

令和７年11月17日 ・アウトラインの構成について� （ワーキンググループＡ）

令和７年11月28日 ・第６期活動推進計画　推進項目　リーダー・サブリーダー打合せ

開催時期 協　議　項　目　等

令和７年７月31日 第５期活動推進計画の評価及び第６期活動推進計画について

令和８年２月12日 第６期活動推進計画（案）について

開催時期 協　議　項　目　等

令和８年３月６日 第６期活動推進計画（案）について

開催時期 協　議　項　目　等

令和８年３月24日 第６期活動推進計画（案）について
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損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
TEL：０３（３３４９）５１３７

〈引受幹事
保険会社〉

受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は「しせつの損害補償」手引またはホームページをご参照ください。●

（SJ25-11172より抜粋）

令和8年度版

しせつの損害補償

社会福祉法人等が経営、運営する
福祉施設・事業の賠償・傷害事故と、
法人の経営にともなうリスクを
幅広く補償します。

「しせつの損害補償」に新たな加入方式「法人包括プラン」ができました。従来の「しせつの損害補償
（施設単位加入）」と「法人包括プラン（法人包括加入）」のいずれかを選択・加入できます。

プラン1 施設業務の補償 プラン3 職員等の補償 プラン4 法人役員等の補償プラン2 施設利用者の補償

従来のしせつの損害補償は、社会福祉法人、社会福祉協議会、公立福祉施設（自
治体）、NPO法人、公益社団法人、公益財団法人が加入対象です。しせつの損害補償

（従来の加入方式）

「法人包括プラン」・「しせつの損害補償（従来の加入方式）」ともプラン１～４は、共通内容です。

NEW法人包括プラン

全ての
施設･事業を
自動補償

第1種
社会福祉事業

第2種
社会福祉事業

公益事業収益事業

「法人包括プラン」は、福祉施設・事業を経営・運営する社会福祉法人が加入
対象です。（社会福祉協議会を除く）

心安心安心

簡単簡単

ポイント1

ポイント2

ポイント3

福祉施設（事業）の明細要らずで、全ての福祉施設･事業を
賠償事故からまとめて補償

期中で新たに始めた福祉施設（事業）も手続き不要で自動補償

契約時は全ての入所型･通所型施設の合計定員数の申告のみ
（保育所は別途加入）

便利便利便利

スマートフォンやタブレットの場合は
こちらの二次元コードよりホーム
ページにアクセスしてください。https://www.fukushihoken.co.jp/ よりアクセス!!

PCからの場合は、ふくしの保険　検索

見積作成・加入手続きは簡単便利なインターネットから!!



従来の保育所・認定こども園の損害補償は、社会福祉法人、社会福祉協議会、
公立福祉施設（自治体）、NPO法人、公益社団法人、公益財団法人が加入対
象です。

保育所・認定こども園の損害補償
（従来の加入方式）

「法人包括プラン」・「保育所・認定こども園の損害補償（従来の加入方式）」ともプラン１～４は、共通内容です。

プラン1 保育所業務の補償

セットプラン 基本セット・天災セット

プラン3 職員等の補償プラン2 保育所利用者の補償 プラン4 法人役員等の補償

保育所・認定こども園の損害補償

令和8年度版

「保育所・認定こども園の損害補償」に新たな加入方式「法人包括プラン」ができました。
従来の「保育所・認定こども園の損害補償（施設単位加入）」と「法人包括プラン（法人包括加入）」の
いずれかを選択・加入できます。

社会福祉法人等が経営、運営する
保育所・認定こども園の
賠償・傷害事故と、
法人の経営にともなう
リスクを幅広く補償します。

損害保険ジャパン株式会社 医療・福祉開発部 第二課
TEL：０３（３３４９）５１３７

〈引受幹事
保険会社〉

受付時間：平日の9:00～17:00（土日・祝日、年末年始を除きます。）

社会福祉法人全国社会福祉協議会団体契約者 取扱代理店 株式会社福祉保険サービス
〒100‒0013 東京都千代田区霞が関３丁目３番２号 新霞が関ビル１７Ｆ
ＴＥＬ：０３（３５８１）４６６７　
受付時間：平日の9:30～17:30（土日・祝日、年末年始を除きます。）

●このご案内は概要を説明したものです。詳細は「しせつの損害補償」手引またはホームページをご参照ください。●

（SJ25-11173より抜粋）

NEW法人包括プラン

全ての
施設･事業を
自動補償

第1種
社会福祉事業

第2種
社会福祉事業

公益事業収益事業

「法人包括プラン」は、福祉施設・事業を経営・運営する社会福祉法人が加入
対象です。（社会福祉協議会を除く）

心安心安心

簡単簡単

ポイント1

ポイント2

ポイント3

保育所や各種事業の明細要らずで、すべての保育施設・事業を
賠償事故からまとめて補償

期中で追加した保育所（事業）も手続き不要で自動補償

契約時はすべての保育施設の合計定員数の申告のみ

便利

スマートフォンやタブレットの場合は
こちらの二次元コードよりホーム
ページにアクセスしてください。https://www.fukushihoken.co.jp/ よりアクセス!!

PCからの場合は、ふくしの保険　検索

見積作成・加入手続きは簡単便利なインターネットから!!



福島県社会福祉協議会
第６期活動推進計画

令和８年３月

社会福祉法人　福島県社会福祉協議会
〒960－8141　福島市渡利字七社宮111番地

電　話　024（523）1251
ＦＡＸ　024（523）4477



福島県社会福祉協議会
第６期活動推進計画

社会福祉法人福島県社会福祉協議会

実施期間：令和 8年度～令和 12年度
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